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20 学校教育課 423 4205
学校支援ボランティア活
用事業（○）

1,032 見直し

　学校教育の一層の多様化・活性化を図るため、保護者
及び地域の人材による学校支援のためのボランティア活
動を推進する目的で、平成１８年度から開始した事業であ
る。毎年100名以上の保護者などがボランティアとして、学
校支援に参加しており今後も事業を継続する必要があ
る。
　国の委託事業として実施している東部地区学校支援地
域本部事業が平成２２年度で終了することから、今後、本
事業と学校支援地域本部との連携をした運用も検討して
いく必要性がある。

　学校運営のサポーターとして地域の人材を活用する事業であ
るが、市内１６小・中学校のうち１１校の活動にとどまっており、
学校及び保護者等に本事業の趣旨が十分に周知されているの
か疑われる。
　また、事業活動は、「授業の補助、花壇づくり、スキー授業の
補助、学校内外環境整備児童との関わり」等であり、「授業補
助員活用事業」、「小・中学校教育振興補助事業」と類似した活
動が見られるのでこれら事業と統合した制度設計の検討も必
要である。

見直し C

21 学校教育課 423 4206 授業補助員活用事業 1,764 拡大

　よりわかる授業展開を図るためには、複数体制での授
業が効果的である。補助員の活用については各学校から
の配置時間の増加要望も多いことから、人材の確保や活
用方法について、学校間での情報交換などを行っていくと
ともに、配置時間数の拡大を図っていく。

　各学校が複数体制で授業を行うことによる効果は高いと思わ
れるが、一部の学校において活用されていないのは、本事業
に対し学校間において温度差があると、疑われるので、事業の
趣旨周知徹底を図り有効に活用されることが望まれる。
　なお、制度そのものはボランテｲアの性格が強く「学校支援ボ
ランテｲア活用事業」及び「小・中学校教育振興補助事業」と統
合した新たな制度設計も考慮すべきである。

見直し B

22 学校教育課 423 4207 学校図書室整備事業 14,041 現継

　当面は「学校図書センター」の機能を生かしながら、蔵書
充足率の目標達成、蔵書の質の向上を目指していく。な
お、蔵書充足率が著しく低い学校については、図書購入
費を重点的に配分するなどの支援策により改善していく。

　蔵書充足率の低い学校については、予算の重点配分により
学校図書館図書標準を早期に充足すべきである。学校図書館
システムと学校図書センターが有機的に連携し稼動する体制
が整備されてきたので、児童･生徒の図書館利用について学校
間格差の解消のため図書司書の配置や読書機会の創出など
図書室が有効に活用される工夫が望まれる。

現継 B

23 学校教育課 423 4208
教師用指導書等整備事業
（小・中）

4,530 拡大
　小学校で平成23年度から新たな教科書が採用されるこ
とから、指導に支障のないよう教員の指導書等を新たに
購入する。

　支給対象は教科書と指導書であるが、教科書は当然として
も、指導書（いわゆるトラの巻）の支給については論の別れると
ころであろう。一般常識からいってその類は当然自己負担にす
べきであるという考え方もある。公費で参考書まで支給する必
要があるのだろうか。しかし、従来から継続されてきた事業でも
あり、近隣市においても同様であるから、廃止するわけにもい
かないであろう。
　ただし、平成２３年度から（中学は２４年度）新学習指導要領
の実施に伴って、予算を大幅に増やさなければいけない。支給
に当たって従来の配分をもう一度精査して、必要最小限の冊数
に留めるべきであろう。

現継
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24 学校教育課 423 4209
要保護・準要保護児童生
徒援助事業（小・中）

103,842 現継

　生活困窮者に対する義務教育就学を支援する事業であ
る。平成１７年度に対象経費の一部を実費支給するなど
の見直しを行い、平成21年度には経済状況の悪化をふま
えて、年度中に生活状況の激変（失業等）した場合にも認
定するなど、制度の見直しを図っている。

　教育の機会均等の意味合いから大切な事業ではある。しか
し、当市の実情には問題点が散見される。
　まず認定者の推移であるが、小、中学校とも２０年度までは２
０％前後で推移していたのが、２１年度になると両方とも２３％と
急伸している。この伸びの原因はどこにあるのか。詳しい分析
がなされていない。近隣市に比べ３％も高いはどこかに問題が
ありそうである。（石狩市は基準値が高いので除く）
　また認定基準も生活保護基準の１、３倍以下としているが、果
たしてこの基準が妥当なのかどうか。子ども手当が支給されて
いる現在、基準値や支給項目を見直す方向で検討すべきであ
ろう。
　私見では支給率は２０％が妥当であり、２３％はどうみても多
すぎると思うが如何であろうか。

見直し

25 学校教育課 423 4210
児童生徒の通学費助成事
業（小・中）（○）

2,831 現継
　虹ヶ丘地区からの児童のバス利用が年々高まっており、
有効利用が図られていることから、今後も継続して実施す
る。

　遠距離通学者のための助成は必要。メインである西の里虹ヶ
丘地区からの通学児童も数年後から逓減の見通しであり、現
行運用が適正であると考える。

現継

26 学校教育課 423 4211
郷土資料教材化事業
（小・中）

2,784 現継
　次回改訂に向け社会科副読本、福祉読本等の編集委
員会を設置し検討を行う。

　地域に根ざした教育は重要であるが、副読本の性格上どの
程度利用されているのか？
副読本を本として配ることが必要か？
もっと簡素化したり、デジタル化など検討できないのか？
「北広島市の地域教材（WEB版）」がとても分かりやすいし興味
深い。

28 学校教育課 423 4213 英語指導助手招致事業 8,929 拡大

　平成２３年度から小学校では、５,６年生に年３５時間の
外国語活動の教育が導入される。小学校では中学校と違
い教科担任が指導するのではなく、学級担任が指導する
こととなるため、ある程度の英語指導助手の派遣が必要
となる。
　現在の２名体制では中学校に派遣している英語指導助
手の派遣回数を大幅に減少しなければならないことから、
英語指導助手を１名増員し小学校の外国語活動と中学校
の外国語活動の充実を図る。

　柔軟な小学校の時期に異文化に触れる当事業は、国際性を
高めるうえでの必要性は高い。
現在　小中学校への派遣は、ほぼ3時間/日/人と考えられる。
もっと効率よく入れないのか。
また、中学校の派遣回数は効果の面から考慮の余地があるの
ではないか。
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30 教育総務課 423 4102 教育用サーバー整備事業 945 現継
　ＰＣを活用した授業の充実を図るための事業であり、現
状のまま継続する。

36 教育総務課 423 4108
教育用コンピュータ整備
事業（小・中)

52,946 現継
　社会のＩＴ化に対応し、ＰＣを活用した授業の充実を図る
ためには、機器類の管理、保守点検と計画的に機器を更
新するこが必要でであり、現状のまま継続する。

32 教育総務課 423 4104
北広島市校長会補助金
（○）

450 現継
　会議、研修会の開催など活発に活動し、学校教育の向
上に寄与していることから、現状のまま継続する。

　補助金に対する目的、事業内容、効果の関連性が不明。

33 教育総務課 423 4105
北広島市教頭会補助金
（○）

315 現継
　会議、研修会の開催など活発に活動し、学校教育の向
上に寄与していることから、現状のまま継続する。

　補助金に対する目的、事業内容、効果の関連性が不明。

34 教育総務課 423 4106
北広島市教育研究会補助
金（○）

3,654 現継
　各種事業の実施など活発に活動し、教職員の資質の向
上、学校教育の充実や市の学校教育の振興に寄与して
いることから、現状のまま継続する。

　市内の小中学校の教職員で組織する北広島市教育研究会
の研究及び研修活動への補助である。研修会延参加人数は4
千名を超えており、有効な事業と思われる。一方、研究活動に
ついては評価指標が無く、今後適切な指標設定が望まれる。

現継

35 教育総務課 423 4107 小学校教育振興事業 15,689 現継
　教育の振興、学力の向上に不可欠な経費であるため、
現状のまま継続する。

　内容は通知表、卒業証書印刷及び授業に係る消耗品費等で
ある。児童1人あたり年間5千円弱であり、教育に必要な経費で
ある。

現継

37 教育総務課 423 4109
教育教材整備事業（小・
中）

3,964 現継
　国の補助制度を活用し、効率的に教材、教具の整備を
進めるため、現状のまま継続する。

　内容は理科教育で必要とする教材教具であり、2年ごとに更
新することになっている。理科教育に必要な経費である。

現継

　情報化社会に対応した児童生徒のＰＣ操作の学習及びＰＣを
活用した事業の充実は不可欠である。そのためにもＰＣの配
置、サーバーの整備はきめ細かく行わなければならない。
　しかし、この事業は予算規模も大きく、現状を慎重にチェックし
ながら運用しなければ、あっという間に金額がふくらむ危険性
がある。配置されたＰＣが無駄なく運用されているかのチェック
が特に大切である。
　校務用コンピュータ教員１人１台は妥当としても、児童生徒、
３，６人に１台は妥当な配置なのであろうか。「なぜ４人ではい
けないのか？」運用を今一度見直す必要があろう。
　なお保守管理体制については、現状で困難を生じて来ている
のであれば、外部全面委託も検討する必要があろう。

現継
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38 教育総務課 423 4110
小学校教育振興補助事業
（○）

4,623 現継
　教育振興のために、各学校が独自性を保ちながら、自
主的、積極的に事業を実施しており、事業効果も大きいこ
とから、現状のまま継続する

　各学校が主体的に独自性を保ちながら本事業を有効に活用
していることは認められる。児童主体の活動であることは理解
できるが、諸事業の中には保護者や関係者が参画することに
よって親子・大人との触れ合い等、一層効果も高くなるものと思
われ「学校支援ボランテｲア活用事業」、「授業補助員活用事
業」との統合も視野に入れた検討を要する。
　また、本事業の内容は、「中学校教育振興補助事業」の事業
活動の大要と類似しているので整理統合する検討も必要であ
る。

見直し B

39 教育総務課 423 4111 中学校教育振興事業 13,716 現継
　教育の振興、学力の向上に不可欠な経費であるため、
現状のまま継続する。

　内容は通知表、卒業証書印刷及び授業に係る消耗品費等で
ある。児童1人あたり年間9千円弱であり、教育に必要な経費で
ある。

現継

40 教育総務課 423 4112
中学校教育振興補助事業
（○）

3,210 現継
　教育振興のために、各学校が独自性を保ちながら、自
主的、積極的に事業を実施しており、事業効果も大きいこ
とから、現状のまま継続する

　各学校が主体的に独自性を保ちながら本事業を有効に活用
していることは認められる。生徒主体の活動であることは理解
できるが、諸事業の中には保護者や関係者が参画することに
よって親子・大人との触れ合い等、一層効果も高くなるものと思
われ「学校支援ボランテｲア活用事業」、「授業補助員活用事
業」との統合も視野に入れた検討を要する。
　また、本事業の内容は、「中学校教育振興補助事業」の事業
活動の大要と類似しているので整理統合する検討も必要であ
る。

見直し B

41 教育総務課 423 4113
中学校体育連盟交付金交
付事業（○）

3,010 現継
　適切に大会が開催、運営され、概ね効果が上がってい
ることから、現状のまま継続する。

　事業の趣旨から、その必要性は高く、今後も継続すべきであ
る。
　なお、交付金受給母体である北広島市中体連は、２１年度監
査で指摘された会計処理の改善、経費支給要綱の整備などを
急がなければならない。

現継

42 教育総務課 423 4114
中学校文化部活動大会出
場費助成事業（○）

0 現継
　出場費の助成は、保護者の負担軽減、文化活動の向上
のために必要と考えるが、近隣市町村の動向を見なが
ら、補助基準などについて検討する。

　全道、全国大会出場がここ数年絶えているのは残念だが、事
業の趣旨から、その必要性は高く、今後も継続すべきである。

現継
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43 教育総務課 423 4115
全国・全道中体連大会出
場費助成事業（○）

1,453 現継
　出場費の助成は、保護者の負担軽減、体育活動の向上
のために必要と考えるが、近隣市町村の動向を見なが
ら、補助基準などについて検討する。

　事業の趣旨から、その必要性は高く、今後も継続すべきであ
る。旅費の補助基準は近隣市町村の動向や経済情勢などを勘
案するも、現状維持が適当である。選手強化費の使途はより明
確にしたい。

現継

44 教育総務課 423 4116
進路指導連絡協議会交付
金交付事業（○）

76 現継
　適切な進路指導がなされており、概ね効果が上がってい
ることから、現状のまま継続する。

　適切な進路指導を行うために、その必要性は高く、今後も継
続すべきである。

現継

243,804


